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研究報告の概要（2024年度）

第１回

前田　直哉

両大戦期イギリスにおけるドル選択の歴史的意義の再検討

　ポンドは19世紀中葉から基軸通貨として機能していたものの，第一次大戦

を契機としてポンドは基軸通貨としての地位を徐々に低下させ，第二次大戦

後にはその地位をドルに完全に譲ることになった。ところが，ロンドンは，

1950年代に同地を拠点とする金融諸機関がドル取引を本格化させることによ

り，ユーロ・ダラー市場の拠点として，国際金融センターとしての地位を復
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活させた。

　ここで問題にしたいのは，ロンドン金融諸機関のユーロ・ダラー取引には

何らかの準備段階があったのではないか，さらにはその準備段階にイギリス

政策当局が関与していたのではないかということである。実際，イギリスに

おいてドルを選択して使用することを最初に始めたのは第一次大戦中のイギ

リス政策当局であった。イギリス政策当局はロンドン外国為替市場の整備に

積極的に関与していたということも一部史料からうかがえる。

　そこでこれまで未開拓となっているイギリス現地の一次史料を調査・分析

し，イギリスが対ドル取引中心のロンドン外国為替市場を整備する過程を公

的・民間レベルの両側面からアプローチして，総合的・複眼的に考察してい

きたい。

肖　　　淼

中国会計制度体系の特徴に関する一考察

−「企業会計準則」と「企業会計規則」の関係性を中心に−

　現行の中国会計制度においては，2001年以降IFRSへのコンバージェンス

を図るために制定された「企業会計準則」および，従来の一連の会計規則を

もとに制定された「企業会計規則」が併用されている。両者は，会計制度法

規体系の中で会計法のもと，同列の法規として位置づけられている。なぜ中

国国内で，「企業会計準則」が推奨されると同時に，「企業会計規則」が併用

されているのであろうか。

　本報告では，「企業会計準則」と「企業会計規則」の特徴や役割を考察し，

両者の関係性を明らかにした。「企業会計準則」は，IFRSとコンバージェン

スする一方で，情報提供機能とともに利害調整機能もその目的とし，公正価

値の適用範囲，原価モデルが一部適用など，IFRSとの間に実質的な差異が

依然として存在している。「企業会計規則」は，IFRSの会計思考とは対照的

に，会計計算は期間損益計算を行うことであるとして，それを支えるため

に，取得原主義，費用収益対応の原則が規定されている。
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　したがって，両者は異質のものにはなりえず，配合的に期間損益計算，取

得原価主義，費用収益対応の原則といった諸概念を取り入れている。すなわ

ち，中国会計制度の根底には，依然として取得原価主義，期間損益計算を重

視する考え方が存在しているのである。

王　　慧娟

消費者の買物価値に関する研究

－オムニチャネル時代の消費者行動の解明－

　本報告では，小売企業が提供する買物価値に着目し，その構造と形成メカ

ニズムを解明するとともに，顧客満足やロイヤルティとの関連性を探究し，

オムニチャネル環境下での買物価値のあり方を考察するものである。従来の

小売研究や消費者行動研究を基盤としながら，消費者視点から買物価値を再

定義し，小売成果に影響を与える要因を特定することで，学術的および実務

的な示唆を提供することを目的とした。

　具体的には，3つの実証研究を行った。第1に，リアルチャネルにおける買

物価値の形成メカニズムを解明し，その構成次元，先行要因としての店舗イ

メージ，結果要因としての顧客満足やロイヤルティを明らかにした。第2に，

オムニチャネルを展開する小売企業の事例研究を通じて，オムニチャネルに

おける買物価値の競争優位性に寄与する機能や仕組みを整理した。第3に，

買物価値の構造と特徴を定性調査で明らかにした後，定量調査に基づく尺度

開発とロイヤルティとの関係を検討した。

　これらの結果に基づき，消費者視点の買物価値形成とその強化の重要性を

主張し，オフラインとオンラインが融合する小売環境における実践的なマー

ケティング施策を提言している。また，個人差要因や状況要因を考慮したモ

デル構築を今後の課題として示している。

（　 ）263 －83－定例研究会



國﨑　　歩

日台消費者の環境配慮製品の購買要因とSNS普及による観光への影響

　近年，深刻化する環境問題への対応の必要性を背景に，世界規模での循環

型社会を目指している状況のなかで，消費者行動研究において消費者行動と

環境問題の関わりは重要なテーマの一つである。先行研究で環境配慮行動の

影響要因として最初に取り上げられたのは，人口統計的要因であったが，そ

の説明力が高くないという理由から，環境配慮行動の規定要因として，人の

内面や個性に関する様々な要因を加え，最近の研究では，態度や社会的規範

などの消費者の心理的要因が中心となってきた。これまでの日本と台湾の消

費者を対象にした調査や報告からは，環境問題や環境保護行動に対する意識

は高まっていることは明らかであるが，日本と台湾における消費者の環境配

慮製品の購買要因についての先行研究は不足しており，解明されていない。

日本と台湾は密接な関係にある近隣国であり，ともに人口が減少傾向にあ

り，両国のマーケットは相互に関係しながら拡大しており，両国の消費者行

動研究の発展のためにも更なる研究の蓄積が必要である。

　本報告では，環境配慮製品の購買要因の解明に向けて，新要因の策定とラ

イフスタイルの観点を追加したエコ購買行動要因モデルと仮説を構築し，ア

ンケート調査結果に基づいた定量的な分析により，両国の消費者の特徴を明

らかにした。この結果に基づき，日台消費者に向けた環境配慮製品の効果的

な国別のマーケティング戦略の提言を行った。

　また，SNSの普及は，観光事業者ではない観光客個人が観光情報を発信し，

それが新たな観光を誘発するという新たな流れを生み出し，観光とメディア

の関係をさらに密接なものとしている。これについて，SNSとの関わりの深

いコンテンツツーリズムに着目し，その特性や政府による政策への活用状況

から観光において今後SNSが果たす役割についての示唆を得た。
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鄒　　庭雲

プラットフォームエコノミーの進展と労働法

　デジタル変革が労働法に大きな影響を与えている。プラットフォームを介

した新たな就労形態が増加し，こうしたいわゆるギグ・ワーカーたちへの保

護が各国で急務となっている。以前から派遣労働などの形で現れていた「非

雇用化」の現象がさらなる進展を遂げようとしているなか，労働者と使用者

間の労働契約を前提とする現代労働法は危機に直面している。この変化に応

じて，各国でいくつかの対策が試みられている。まず，誰が労働法上保護を

受けられるべき労働者かという「労働者性」の判断基準を修正し，ギグ・ワー

カーをできるだけ労働法の範囲内に収める。次に，労働者と非労働者の中間

に「第三カテゴリ」を創設して，一部の労働法規制を適用させる。さらに，

日本で制定されるフリーランス保護法のような特別法を制定する。しかしな

がら，こうした各種の試行錯誤には限界も明らかであり，とりわけ「第三カ

テゴリ」の創設等を通じた労働法の適用範囲の拡大はかかる混沌化をもたら

している。対症療法的な対策ではなく，自営労働の増加と「非雇用化」現象

の複雑化を正面から捉え，労務提供関係の系譜化・類型化をしたうえで，労

務提供に関する各種規範の適用の組み合わせの整序を模索していくべきであ

ろう。

朱　　穎嬌

人間の尊厳とその先にあるトランスヒューマニズム

　本報告は，自律を基軸とした従来の人間の尊厳論ないし人権論を批判し，

脆弱性を抱えるありのままの人間について，ケアと共感を基礎に形成された

関係論的な人間の尊厳の理論を展開した。こうした人間の尊厳は，人間の精

神的存在と身体的存在の不可分性から出発し，有限な存在としての人間の道

徳的地位を基礎づけるものとして，ケアの共同人間的な連帯において，個々

人が，十分なケアを受けるに値する存在として有している平等な価値への相

互承認，という関係概念として構成される。

（　 ）265 －85－定例研究会



　日本国憲法上，個人の人格的生存のための諸権利とともに，個人の自律性

や自己決定と関係なく，より根底的な人間の尊厳原理に基づいた人間的実存

に関する権利も保障されると考えられる。このような人権保障の考えから，

従来の個人主義的な自律観は見直されるべきであり，関係的存在としての弱

い個人のための外部的介入を認める「関係的自律」がオルタナティヴとして

提唱される。関係的自律の構想においては，テクノロジーによる人間の状況

の改善・向上も想定されるので，トランスヒューマニズムの思想と共通する

ところがある。トランスヒューマニズムで主張されたヒューマンエンハンス

メントが，これまでの人権論にどのような影響を与えるのか，人間の身体改

造・改変に関する新しい憲法的問題が現れている。

佐藤　佳邦

原子力発電所の運転差止訴訟について

－仮処分をめぐる問題を中心に－

　原子力発電所の運転差止めを求める仮処分（民事保全）の申立てが各地で

相次いでおり，実際に差止めを命じた裁判例もある。本報告は，それらをめ

ぐる以下の問題を指摘した。

　第一に，差止仮処分が異議審・抗告審や本案で取り消された場合でも，運

転停止による損害を債務者（原子力事業者）が回復することは，債権者（通

常，発電所の周辺住民）の資力に鑑みれば，およそ期待できない。本報告は，

債務者の上記損害は民事保全の要件たる「保全の必要性」で考慮されるべき

で，それ単独で申立却下の根拠となり得ることを論じた。

　第二に，原子力差止仮処分では，両当事者が裁判所の判断を受け容れて事

案が終極的に解決することは期待できないない。そして仮処分決定には既判

力がないため，却下決定後に同一の発電所に対して同趣旨の申立てが繰り返

えされている。これにより債務者の応訴負担が無視できなくなっている。本

報告では訴訟経済・信義則などの観点から，一定の場合には再申立てを制限

すべきことを論じた。
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　最後に以上から，原子力発電所の運転差止めの問題は民事保全（仮処分）

には馴染まず，ゆえに，本案訴訟や行政訴訟によるべきことを述べた。

（　 ）267 －87－定例研究会
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